
株　主　各　位

第53期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第53期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

事業報告の「会社の体制及び方針」

計算書類の「株主資本等変動計算書」

計算書類の「個別注記表」

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に

基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.

daiken-iki.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に

提供しております。

表紙



会社の体制及び方針
(1) 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の

適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、

取締役会において決議しております。その内容は以下のとおりであります。

①　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

　・取締役会は、法令・定款・社内規程等に従い、経営に関する重要事項を決定するととも

に、取締役の職務の執行を監督する。

　・取締役及び使用人は、取締役会が決定した役割と職務範囲において、法令・定款・社内

規程等に従い、その職務を執行する。

　・当社は、コンプライアンス体制の基礎として、社長を筆頭とした「内部統制委員会」を

設置し、コンプライアンス経営の推進を図る。

　・当社は、法令違反等コンプライアンスに係る事実についての通報体制として「コンプラ

イアンスヘルプライン」を設置し、運用する。

　・当社は、社長直轄の内部監査室を設置し、定期的なモニタリングを実施することにより、

内部統制システムが有効に機能していることを確認する。

　・取締役及び使用人は、反社会的勢力からの不当請求等に対し、毅然とした態度で対応し、

経済的利益供与は決して行わない。

　・当社は、財務報告の信頼性確保のための社内体制を構築し、その整備・運用状況を定期

的に評価する。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理体制

　・取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等法定文書の他、重要情報の記載ある文書

及び情報等を「情報・文書管理規程」の定めに従い、適切に管理する。

③　当社の損失の危険の管理に関する規程

　・リスク管理を適切に行うため、「リスク管理規程」を整備し、当社業務に係るリスクを

定期的に分類・分析し、その発生防止、軽減に努める。

④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　・取締役は年度執行計画及び中期計画に基づき、業務の進捗状況等を定期的に確認する。

　・取締役会を毎月開催し、重要事項の決定及び各部における進捗状況報告等の業務報告を

行う。

⑤　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項及びその独立性及び当該使用人に対する指示の実効性確保に関する事項

　・監査役は、当社の使用人から監査役補助者の任命を求めることができる。

　・監査役補助者の人事異動については監査役との事前協議等を要するものとする。

　・監査役補助者は、他部署の使用人を兼務せず、監査役の指揮命令の下で業務を遂行する。

　・監査役補助者の評価は、監査役会が行う。

⑥　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　・監査役は、監査役会の定める監査計画に従い、取締役会及びその他重要な会議に出席し、

取締役及び使用人から重要事項に係る報告を受ける。

　・監査役は、取締役、使用人、会計監査人等から報告を受けた場合、必要に応じてこれを

監査役会に報告する。

⑦　監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制

　・当社は、監査役へ報告を行った当社の使用人に対し、当該報告をしたことを理由として

解雇その他の不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。
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⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針

　・当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予

算を設ける。

　・当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の

前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債

務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用ま

たは債務を処理する。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　・監査役会は、監査計画を作成し、これに基づいた監査を実施の上、その結果につき取締

役会等において報告を行う。

　・監査役は、代表取締役、会計監査人との間で適宜意見交換を行う。

　・監査役は、内部監査室と連携し、監査の実効性を確保する。

⑩　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当会計年度に実施した当社における内部統制システムの主な運用は以下のとおりでありま

す。

（Ⅰ）コンプライアンスに関する取組み

　・コンプライアンスの基本理念である「大研医器行動憲章」を定めその周知に努めていま

す。

　・コンプライアンス意識の向上および徹底を目的として、各部門に内部統制推進委員を設

置し、当該委員により実施される年２回のコンプライアンス朝礼を通じて啓蒙を行って

います。

　・内部通報窓口として「コンプライアンスヘルプライン」を社内に設置し運用しています。

　・法令等遵守状況に関しては、監査部門による業務監査時にヒアリングを行っています。

（Ⅱ）リスク管理体制の強化

　・経営会議においてリスクの未然防止に向けたリスクマネジメントや再発防止のためのレ

ビューを実施し、会社に著しい損害を及ぼすおそれのあるリスクに関しては、さらに取

締役会で検討し意思決定を行っています。

　・今後のテレワーク等の活用も踏まえ、当社の情報システム部門を中心に情報漏えい等に

対する徹底した情報管理体制を構築しています。

（Ⅲ）業務の適正の確保

　・業務執行の健全かつ適切な運営の強化のため、内部統制システムの整備及び運用状況の

モニタリングを実施しています。

（Ⅳ）監査役の監査体制

　・監査役は、取締役会およびその他重要な会議に出席し、取締役および使用人から重要事

項に係る報告を受けています。

　・半期に一度代表取締役とディスカッションを行い、また必要に応じて会計監査人ともデ

ィスカッションを行うとともに内部監査部門とも連携を強化しています。

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要経営課題のひとつと位置づけ、将来にわたる事

業展開のための内部留保の確保と経営成績に裏づけされた成果の配分を中間配当及び期末配当と

して年２回行うことを基本方針としております。

　また、配当性向につきましては、安定配当をベースに60％以上の利益還元を基本方針としてお

ります。

　内部留保資金の使途につきましては、今後の有望な事業分野に投下し、さらに高い利益性と成

長性を実現することで企業価値の増大を図り、投資価値の拡大とさらなる利益還元につなげてま

いりたいと考えております。

　なお、当社は、株主の皆様への機動的な利益還元を可能とするため、法令に別段の定めのある

場合を除き、取締役会の決議によって会社法第459条第１項各号に定める剰余金の配当をすること

ができる旨定款に定めております。

　当期の期末配当金につきましては、2021年５月14日開催の取締役会決議により、１株当たり11

円を実施させていただきます。すでに、2020年12月１日に実施済みの中間配当金１株当たり９円

とあわせまして、年間配当金は１株当たり20円となります。
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株主資本等変動計算書

( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで )

（単位：千円）

株主資本

資 本 金
資本剰余金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 495,875 400,875 400,875

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ―

当 期 末 残 高 495,875 400,875 400,875

（単位：千円）

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 23,750 690,000 6,297,694 7,011,444

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △574,568 △574,568

当 期 純 利 益 675,231 675,231

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 100,663 100,663

当 期 末 残 高 23,750 690,000 6,398,357 7,112,107

（単位：千円）

株主資本
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 △1,826,582 6,081,612 6,081,612

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △574,568 △574,568

当 期 純 利 益 675,231 675,231

当 期 変 動 額 合 計 ― 100,663 100,663

当 期 末 残 高 △1,826,582 6,182,275 6,182,275
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個 別 注 記 表
重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

製　品　　　　　　　　総平均法

仕掛品　　　　　　　　総平均法

原材料　　　　　　　　総平均法

２　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）　定額法

但し、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）　定額法

但し、ソフトウエア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３　引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

売上値引引当金　　　　当社の顧客が在庫として保有する当社製品から将来発生する可能性があると見

込まれる売上値引に備えるため、その見込額を計上しております。

４　消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

追加情報

　当社の顧客が当社製品をユーザーに販売した後、値引の請求を顧客から受ける場合があり、同一製品であ

っても、顧客がどのユーザーに販売するかによって値引額は変動することとなります。

　従来、当該値引は、顧客からユーザーへの販売が完了し、値引額が確定した時点で、売上高から控除して

おりましたが、顧客の販売実績をより速やかに把握する施策等を進める中で、顧客が保有する在庫情報の把

握が可能となったことにより、その在庫情報から将来的に発生が見込まれる値引額の合理的な見積もりが当

事業年度において可能となりました。

　また、特に主力製品の値引率は上昇傾向であり、値引額の重要性は徐々に高まっております。

　これらの事実を受けて、当事業年度末より、事業年度末時点で顧客が保有する在庫から将来的に発生が見

込まれる未確定の値引額を見積もり、売上高から控除するという会計処理を行っております。

　この結果、当事業年度における売上高が179,346千円減少し、売上総利益、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益がそれぞれ同額減少しております。

表示方法の変更

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の年

度末に係る計算書類から適用し、重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。
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会計上の見積りに関する注記

売上値引引当金

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額　　　　　　　179,346千円

（2）当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

　個別注記表「重要な会計方針　３　引当金の計上基準」及び「追加情報」に記載した内容と同一であ

ります。

（3）当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　顧客が保有する製品をどのユーザーに販売するかは当事業年度末時点で未確定であることから、顧客

が過去実績と同一の販売比率でユーザーに販売するという仮定の下、主要な顧客や製品群ごとの過去一

定期間の実績値引率に基づいて売上値引金額を見積もっております。

（4）翌事業年度の計算書類に与える影響

　（３）に記載した主要な仮定について実績が大きく乖離する事象が生じた場合には、翌事業年度の計

算書類に影響を与える可能性があります。

貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 2,935,155千円

損益計算書に関する注記

事業所移転関連費用

　固定資産除却損 2,630千円

　減損損失 6,738千円

　その他 2,397千円

　　　合計 11,767千円

なお、事業所移転関連費用に含まれる減損損失については、以下のとおりであります。

場所 用途 種類 金額

神奈川県横浜市 研究拠点 建物、建物附属設備 3,754千円

大阪府大阪市 本社分室 同上 2,984千円

　当社は、原則として、事業用資産については単一事業であるため全社単位でグルーピングを行っており、

遊休資産等については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　当事業年度において、上記事業所の閉鎖、本社への機能集約の意思決定をし、将来使用見込みのない固定資

産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（6,738千円）として計上しておりま

す。

　なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額により算定しております。
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株主資本等変動計算書に関する注記

１　発行済株式及び自己株式に関する事項

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 31,840,000株

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

普通株式 3,111,559株

２　剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2020年５月15日
取締役会

普通株式 316,012千円 11円 2020年３月31日 2020年６月８日

2020年10月30日
取締役会

普通株式 258,555千円 9円 2020年９月30日 2020年12月１日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2021年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 316,012千円 11円 2021年３月31日 2021年６月７日

税効果会計に関する注記

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 7,569千円

会員権評価損 1,224千円

未払費用 33,290千円

たな卸資産評価損 14,402千円

売上値引引当金 54,880千円

その他 55,435千円

繰延税金資産の合計 166,802千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

　　（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％

試験研究費税額控除 △2.3％

住民税均等割 0.4％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.5％
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金融商品に関する注記

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に関する取組方針

　当社は、資金運用及び調達方針として、資金運用管理規程に基づき計画的かつ効率的な運用と調達を実

現し、財務費用の低減と財政基盤の強化を図ることを目的としております。

　資金運用については、価格変動リスクのないものを中心として短期的な預金等に限定し、資金調達につ

いては、銀行等金融機関からの借入を中心として、多額の設備投資が生じた場合には、エクイティファイ

ナンス等の直接金融の活用を図ってまいります。

(2) 金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権については、取引先の信用リスクに晒されておりま

す。このリスクに対して、当社では、取引先ごとの期日管理及び残高管理の徹底を行うとともに、与信管

理規程に基づき年１回与信限度額水準の見直しを行い、信用リスクの低減を図っております。

　営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務については、すべて１年以内の支払期日であります。

　借入金については、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、支払金利の変動リス

クに晒されておりますが、このうち主要な長期借入金の金利変動リスクに対しては金利を固定化すること

によりリスク回避を行っております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次資金繰表を作成した

上で、日次で入出金の確認を行い、流動性リスクの軽減を図っております。

２　金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表
計上額

時価 差額

（1）現金及び預金 2,170,643 2,170,643 ―

（2）受取手形及び売掛金 1,597,757 1,597,757 ―

（3）電子記録債権 989,922 989,922 ―

資産計 4,758,323 4,758,323 ―

（4）支払手形及び買掛金 816,362 816,362 ―

（5）電子記録債務 141,364 141,364 ―

（6）短期借入金 1,000,000 1,000,000 ―

（7）長期借入金
1,881,893 1,883,881 1,988

(１年内返済予定の長期借入金を含む)

（8）リース債務 40,769 40,746 △22

負債計 3,880,390 3,882,355 1,965

（注1）金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金並びに(3) 電子記録債権

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

負債

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 電子記録債務並びに(6) 短期借入金

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(7) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）並びに(8) リース債務

　これらのうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳簿価

額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によるものとし、固定金利によるものは、元利

金の合計額を新規に同様の借入またはリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。
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デリバティブ取引

　該当事項はありません。

（注2）金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

科目 １年以内

現金及び預金 2,170,643

受取手形及び売掛金 1,597,757

電子記録債権 989,922

合計 4,758,323

（注3）長期借入金及びその他有利子負債の決算日後の返済予定額

（単位：千円）

科目 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 1,000,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 704,034 457,834 439,988 169,988 110,049 ―

リース債務 11,875 9,787 8,468 6,831 3,062 744

合計 1,715,909 467,621 448,456 176,819 113,111 744

（注4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。

　当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。

１株当たり情報に関する注記

１　１株当たり純資産額 215円20銭

２　１株当たり当期純利益 23円50銭
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